
経 営 の 合 理 化 に つ い て                                             資料 №１ 

 

 

１ 
愛知中部水道企業団行政改革実施計画 
（平成 28 年度～令和 2 年度） 計 ２５６，６８２千円 

 

総務省からの要請に基づく行政改革である「集中改革プラン（第 1次：平成 18 年度～平成 22 年度、第 2次：

平成 23 年度～平成 27 年度）」の取組みを実施し、より少ない経費で最大の効果を上げる事業運営を行ってき

ました。 

第 3次となる「愛知中部水道企業団行政改革実施計画（平成 28年～令和 2 年度）」では、大きな時代変化の

中で、経費削減が中心の方向から「仕事の仕組み･やり方を見直す」という質的転換へ向けて動き出したことか

ら、業務の簡素化・効率化の取組みを実施してきました。しかし、水需要の減少、水道施設の耐震化や老朽化

対策、危機管理に対応する人員確保などの事業環境の変化から、業務の簡素化・効率化だけでは継続的な事業

運営が難しくなってきました。こうしたなか、将来にわたって安全で安定した水道水を供給し、健全な水道事

業運営を継続するため、アクア・シンフォニー計画に沿って事業運営の改革に取り組んできました。 

 

取組項目 効果額 

第 1次水道施設整備計画の推進 

【強靭】 

債務負担行為を活用した建設工事 

(工事経費の縮減と予算の平準化) 
１２２，８５１千円 

人材育成・組織力の強化 

【強靭】 

適正な定員管理の実施(H27 実績対比人件費の削減) 

※ R2末職員数 96名 
２１，０４７千円 

安定・確実な水源確保 

【持続】 
自己水源(深井戸)の適正な整理と維持管理 ２３，７１５千円 

健全かつ安定した事業運営 

【持続】 

未利用財産(遊休地)の活用及び処分 ５３，４３５千円 

公用車の経常経費及び購入費の削減 ７５１千円 

ダイヤルイン導入に伴う電話交換業務の廃止 ３，７９６千円 

資金運用による受取利息 １４，７４３千円 

公共測量成果の有効利用 １６，３４４千円 

 

２ 
愛知中部水道企業団経営評価 
（令和 3 年度～令和 4 年度） 計 ３８１，２９１千円 

 

基本理念である「水源から蛇口までみんなに気持ちいい水道」を引き続き実現するため、令和 3年度から令

和 12 年度までの 10年間を計画期間とした第 3次アクア・シンフォニー計画を令和 3年度に策定しました。 

この計画では、毎年度 PDCA サイクルにより管理を行い、計画の実現に向けた効果的な事業の執行に取り組

むこととしており、PDCAサイクルのＣ(評価 Check)から A(改善 Action)に繋げるため、計画に掲げる事業の進

行管理と事業効果の点検及び評価を行うことを目的に「経営評価」を策定し、この結果を新たな行政改革とし

て活用しています。 

取組項目 効果額 

安全な水質確保のための指導・助言 

【安全】 
小規模貯水槽水道の衛生管理 PR ５０４千円 

管路の計画的な更新 

【強靭】 
老朽管路の更新にかかる事業費の縮減 ７１，６５３千円 

施設の適切な維持管理 

【強靭】 
配水池のリフレッシュ ３６９千円 

管路の適切な維持管理 

【強靭】 
漏水調査の実施 ４，９６４千円 

他事業と同調した配水管整備 

【強靭】 
公共工事と同調した配水管整備 ５６，４７３千円 

水源の安定性の確保 

【持続】 

県営水道からの受水を継続し効率的な運用を目

指す 
３２，３７０千円 

環境対策 

【持続】 
太陽光発電、電気自動車の活用 ３９５千円 

健全な経営基盤の維持 

【持続】 

各種補助金制度の活用 １１３，１０３千円 

未利用財産(遊休地)の活用及び処分 １０１，４６０千円 

 

３ 
予算編成における経費節減の取り組み 
（令和 5 年度～令和 6 年度） 

予算編成では、経営評価による各種事業の方向性、課題及び改善策を踏まえ、事業の重要度、緊急度及び効

果性を勘案し、優先すべき事業に対し重点的かつ効率的に予算を配分することを考慮し、編成しています。な

お、査定にあたっては、削減項目及び削減額を可視化することで、さらなる節減に努めています。 

（取組状況） 

取組 令和 5 年度予算 令和 6 年度予算 

収益増の取組 １千円 ５５千円 

事務的経費節減の取組 ２５，１６９千円 １０，２１０千円 

投資的経費節減の取組 ５１，４８８千円 １１５，８５１千円 

計 ７６，６５８千円 １２６，１１６千円 

（予算の状況） 

取組 令和 5 年度予算 令和 6 年度予算 

収益的収入 

（うち長期前受金戻入） 

７，７２５，７４４千円 

（８６８，７２３千円） 

７，５８４，６５６千円 

（８４９，０１７千円） 

収益的支出 ６，５７９，８８５千円 ６，６１５，９１８千円 

純損益（△は純損失） 
税込み 

１，１４５，８５９千円 

税込み 

９６８，７３８千円 

水道水源環境保全基金及び 

長期前受金戻入を除く 
税抜き 

（２８，８３８千円） 

税抜き 

（△９４，６４１千円） 
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事業全体　計

料金算定期間6年間の事業費　189.5 億円

128.0 km

事業費

管路更新延長

32.31 億円 28.78 億円29.55 億円 31.35 億円 33.76 億円 33.76 億円

21.3 km 21.3 km 21.3 km 21.3 km

189.51 億円

11.14 億円

1.42 億円 6.01 億円 5.96 億円 3.61 億円 0.00 億円 18.32 億円

1.0 km 1.0 km 0.0 km 0.0 km 2.5 km

3.61 億円

21.4 km 21.4 km

1.32 億円

0.3 km

事業費 0.40 億円 3.65 億円 3.48 億円

0.2 km

(2)施設
統廃合事業

対象施設

(1)施設
改良事業

３施設の改良・統廃合　計
管路更新延長

３施設の
改良事業

事業費

事業費 1.32 億円 1.02 億円 2.36 億円

対象施設

2.48 億円 7.18 億円

6.46 億円 2.72 億円 2.00 億円 0.62 億円 0.62 億円 18.50 億円事業費 6.08 億円

3.1 km 1.2 km 0.8 km 0.4 km 0.3 km 9.9 km

0.62 億円 0.62 億円 12.82 億円

２管路の耐震化対策　計
管路更新延長 4.1 km

事業費 5.10 億円 3.91 億円 1.65 億円 0.92 億円

２管路の
耐震化事業

1.08 億円 5.68 億円

(2)重要給水施
設管路

耐震化事業

対象施設

(1)基幹管路
耐震化事業

事業費 22.15 億円

事業費 0.98 億円 2.55 億円 1.07 億円

対象路線

19.5 km 21.0 km 21.1 km 115.6 km

0.63 億円 0.26 億円 3.44 億円

23.47 億円 25.03 億円 25.80 億円 28.08 億円 28.16 億円 152.69 億円

0.54 億円

１老朽施設対策　計
管路更新延長 16.9 km

事業費 0.90 億円 0.55 億円 0.56 億円

複数施設/年 複数施設/年 複数施設/年 複数施設/年 複数施設/年 複数施設/年

18.0 km 19.1 km

115.6 km

事業費 21.25 億円 22.92 億円 24.47 億円

16.9 km 18.0 km 19.1 km 19.5 km 21.0 km

25.26 億円 27.45 億円 27.90 億円 149.25 億円

(2025年度) (2026年度) (2027年度) (2028年度) (2029年度) (2030年度)

１老朽施設
更新事業

(1)老朽管路更
新事業

管路更新延長 21.1 km

(2)機械・
計装設備
更新事業

対象施設

37.06 億円

1.32 億円

-12.75 億円

9.84 億円

6.73 億円

-1.87 億円

40.33 億円

第２次水道施設整備計画【精査】　令和7年度（2025年度）～令和12年度（2030年度）

　年度
　項目

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度
合計

鉛ヶ松高嶺線
大脇二村山線

R7～R12の間で14の施設への管路耐震化を計画（豊明3箇所、日進7箇所、長久手1箇所、みよし1箇所、東郷2箇所）

日進市岩崎町株山地区 みよし市福谷地区

高嶺配水場改良

三ヶ峯配水池築造

三ヶ峯団地配水場改修

資料 No.３計画精査

sg-takeya
長方形



資料 №４ 

※1 長期前受金戻入を除く   ※2 水道水源環境保全基金を除く  ※3 現在 R7～R12で借入を予定している金額 

建設改良費（令和 7年度～令和 12年度）とその財源の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支出 約 275.8 億円 

収益的収支（維持管理） 

費用 約 398.8 億円 

損失 約 36.2 億円 

 
 
  １  

 
水道料金※2 
（現行水道料金） 

 
約 344.4 億円 
（約 57.4 億円/年） 

支払利息 
約 3.0 億円 

減価償却費等 
（非現金支出） 
約 138.7 億円 

資
本
費 

その他の収益 
  約 18.2 億円    

純損失  
△約 36.2 億円 

資本的収支（建設投資） 

収入   約 46.0 億円    

不足額 約 229.8 億円 

  ３  企業債 
約 10.0 億円※3 

企業債元金償還 
約 8.8 億円 

その他の収入 
約 34.7 億円    

 
 

不足額  
 

△約 229.8 億円 

    

 １  水道料金 

 ２  建設改良費 

 ３  企業債 

 ４  運転資金 

～ 改定のポイント ～ 

安心・安全な水道を
将来にわたり継続
するため、どのよう
なバランスを考える
のか 

水道料金見直しの必要性 

 ４  
内部留保資金 
（運転資金残高） 
約 18 億円 

令和 7年度から令和 12年度の 6年間で 

10.4 億円－  36.2 億円＋  158.0 億円－  229.8 億円－   18 億円＝△115.6 億円 

1 年間では△115.6 億円÷6年＝△19.3 億円のさらなる財源確保が必要 

内部留保資金 
（運転資金残高） 

令和 6年度末推計 
約 10.4 億円 

水道料金 

財政計画期間中
の年平均 
約 57.4 億円 

① ② ③ ④ ⑤ 

⑤ 

内部留保資金へ 

② 

③ ④ 
資本的収支調整額 
約 19.3 億円 

① 

補助金 
約 1.3 億円    

補助金返還 
約 0.1 億円 

 
 
 
維持管理費 
（水道水をご家庭
にお届けする） 

 
約 257.1 億円 
 

 ２  
 
建設改良費 
安全･安心な水
道システムの構
築に向けた施
設整備 

約 266.9 億円 

うち整備計画に係る費用 

約 189.5 億円 

収益※1 約 362.6 億円    



資料 №５ 

企業債の借入額の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内部留保資金(運転資金)の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 企業債とは 

地方公営企業（例：本企業団）が施設の建設・改良等に要

する資金に充てるために国などから借りるお金です。 

◎ 機能 

企業債には、世代間負担の公平性の調整機能があります。 

水道施設は次世代も活用する資産であり、企業債の償還や

発行に係る費用を次世代にも負担してもらうことにより、現

世代の負担を分配することができます。 

◎ 留意点 

企業債の発行は、重要な資金調達手段である反面、将来世

代への過度な負担増加や財政の硬直化につながります。 

◎ 運転資金残高とは 

健全な水道事業経営を持続するためには、適正な運転資金

の確保が必要です。適正な運転資金の確保についても明確な

数値基準はありませんが、本企業団では最低限必要な資金の

考え方として、1８億円必要であると考えています。 

◎ 運転資金残高の目安 

大規模災害への財政面での備えを考慮し、確保すべき資金

として、主に被災時においても継続して支払う必要がある経

費を設定しています。 

今回の料金改定により 1８億円を確保できるように経費の

節減を含めて経営努力に努めていきたいと考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
運転資金残高 

目標 

１８億円 
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